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人 材 育 成 等 一 覧

【 各 種 事 業 】

事 業 名 事業主体 事 業 概 要

福祉人材センタ 島根県社会福祉 ○目 的

ー運営事業 協議会（委託） 福祉現場を支える人材の確保・育成を図る。

○事業概要

無料職業紹介、従事希望者への説明会・講習会、従事希望者確保の

ための調査研究

社会福祉従事者等研修の企画実施、福祉人材確保相談、福祉に関す

る広報啓発

○事業実施機関

・島根県福祉人材センター

松江市東津田町1741-3

いきいきプラザ島根2Ｆ TEL 0852-32-5957

・島根県福祉人材センター石見分室

浜田市野原町1826-1

いわみーる2Ｆ TEL 0855-24-9340

民間社会福祉施 独立行政法人福 ○目 的

設退職手当共済 祉医療機構 社会福祉施設職員退職手当共済法に基づき、民間社会福祉施設職員

事業 (補助) の退職手当金の支給に要する費用を補助し、民間社会福祉事業の振興

に寄与する。

○補助（負担）の概要

退職手当所要額の１／３ずつを国、県、施設経営者がそれぞれ補助

（負担）する。

自治医科大学運 学校法人自治医 ○へき地医療を担う医師を養成する自治医科大学の運営費に対する負

営費負担金 科大学 担金

高等看護学院管 医師会（委託） ○看護師養成施設である県立高等看護学院の管理運営

理運営事業 委託先：松江市医師会（松江高等看護学院）、益田市医師会（石見

高等看護学院）

高齢者大学校運 島根県社会福祉 ○豊富な経験を持つ高齢者が、さらに幅広い知識を習得し、生きがい

営事業 協議会 (補助) をもって活動するとともに、新たな共助の仕組みづくりを支えるよう

な人材の育成を図るため、継続的、計画的な学習を提供する。

＜募集人員＞ 東部校２５名×４学科、

西部校２０名×４学科

＜入学資格＞ 県内在住の原則満６０歳以上の方

＜修学期間＞ ２年間

＜学 科 等＞ ○総合講座（全員共通）

○専門講座

・社会文化科 ・園芸科 ・陶芸科 ・健康福祉科

＜実施場所＞ ○東部校：松江市「いきいきプラザ島根」

○西部校：浜田市「いわみ～る」
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人 材 育 成 等 一 覧
【 研 修 】

区 分 研 修 名 目 的 等 対 象 者 実施主体

保健医 看護師等教育研修 ○看護職員の資質の向上を図るため、各 保健師、助産師、 (社)島根県看
療 種研修を行う。 看護師、准看護師 護協会（委

託）

地域保健専門職員研 ○市町村職員をはじめとする地域保健関 市町村等地域保健 保健所
修 係職員を対象に、保健所職員等が地域の 関係者

実情に即した研修を行う。

保健師及び難病拠点 ○難病患者支援従事者に対し研修会を実 難病患者支援医療 (財)島根難病
・協力病院等難病患 施し、適切な療養生活の確保と難病患者 従事者 研究所（委
者支援医療従事者研 及び家族の生活の質の向上を図る。 託）
修

母子保健指導者研修 ○乳幼児の健康と発育に関する正しい知 母子保健福祉医療 健康推進課
識の普及により県民の不安解消と母子保 関係従事者
健関係職員の適切な指導に向け資質向上
を図る。

母子保健専門研修 ○不妊対策等を推進するため、住民の身 市町村及び保健所 健康推進課
近な相談者として、また専門職としての 保健師等
相談及び助言指導について、母子保健従
事者の資質の向上を図る。

歯周疾患予防管理研 ○歯周疾患と全身疾患の関わりを理解 医師、歯科医師、 健康推進課
修 し、関係者の資質向上を図る。 歯科衛生士、市町 （委託：(社)

村、保健所等 島根県歯科医
師会）

歯科保健従事者研修 ○乳幼児期から学童期の歯科保健対策を 歯科医師、歯科衛 健康推進課
推進するため、歯科保健従事者へ研修を 生士、保育所、幼 （委託：(社)
行って資質向上を図るとともに、関係機 稚園、小学校、中 島根県歯科医
関との連携を強化する。 学校、市町村、保 師会）

健所等

市町村栄養士等食育 ○特に専門的な知識及び技術を必要とす 保健所栄養士、市 健康推進課
推進研修 る栄養業務や、市町村栄養業務の推進に 町村栄養士等

むけた教育研修を実施する等、市町村栄
養改善業務の推進を図るため、栄養士が
業務を効果的に実施することができるよ
う、専門職員として指導に関する知識及
び技術を深め、資質の向上を図る。

新任保健師等研修 ○市町村及び県の新任保健師や栄養士等 市町村及び保健所 健康推進課
に対し、計画的な現任教育の一環として 新任保健師
研修会を実施し、資質の向上と定着を図
る。

保健活動企画研修 ○地域の健康問題を事業化、施策化に発 市町村及び保健所 健康推進課
展させる能力を育成する。 保健師・栄養士

保健師等現任教育指 ○新しい地域保健の課題に対応できる保 市町村及び保健所 健康推進課
導者研修 健師等を養成し業務推進のための力量形 の保健師等

成を図る。また、現任教育等の指導者と
しての力量形成を図る。

調理師研修 ○食生活改善の向上を図るため、調理の 調理師等調理業務 保健所
業務に従事している者を対象として、調 に従事している者
理に携わる者として、必要な基本的な事
項及び新しい健康情報の研修を行う。
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区 分 研 修 名 目 的 等 対 象 者 実施主体

保健医 食育サポーター等育 ○食育活動を推進するため、地域におけ 食育推進を行って 保健所
療 成研修 る食育活動に積極的な参加・協力が得ら いる地域のリーダ

れる人材(団体)の活動支援を図る。 ー等

中央研修派遣研修 ○専門的技術・知識の習得 保健師・栄養士等 国立保健医療
（１）業務別研修 ○人材育成及び資質の向上 科学院、厚生
（２）職種別研修 ○最新情報の取得 労働省等
（３）地域保健全般

介護員養成研修 〔指定研修分〕 訪問介護事業に従 各指定団体
介 護 各指定団体（Ｈ２２実施団体見込み） 事することを希望

介護員基礎研修 ２団体 する者等
１級課程 １団体
２級課程 ２４団体

○県知事が指定した各団体が、定めら
れたカリキュラムに従って介護保険
制度下における訪問 介護員を養成
するための研修を行う
（介護員基礎研修 ５００時間、

１級課程 ２３０時間、
２級課程 １３０時間）

認知症介護実践研修 ○認知症高齢者に対する介護サービスの 介護保険事業所の (社福)島根県
提供については、より高度な専門性が必 従事者 社会福祉協議
要なことから、高齢者介護実務者に対 会（委託）
し、認知症高齢者に対する介護技術向上
のための研修を実施する。

認知症対応型サービ ○認知症介護に関する基本的な知識及び 指定小規模多機能 (社福)島根県
ス事業開設者研修 認知症対応型サービス事業の運営に必要 型居宅介護事業者 社会福祉協議

な知識を習得させることを目的とする。 又は指定認知症対 会（委託）
応型共同生活介護
事業者の代表者

認知症対応型サービ ○指定認知症対応型通所介護事業所、指 指定認知症対応型 (社福)島根県
ス事業管理者研修 定小規模多機能型居宅介護事業所及び指 通所介護事業所、 社会福祉協議

定認知症対応型共同生活介護事業所を管 指定小規模多機能 会（委託）
理・運営していくために必要な知識及び 型居宅介護事業所
技術を習得することを目的とする。 又は指定認知症対

応型共同生活介護
事業所の管理者等

小規模多機能型サー ○指定小規模多機能型居宅介護事業所に 指定小規模多機能 (社福)島根県
ビス等計画作成担当 おいて、利用者及び事業の特性を踏まえ 型居宅介護事業所 社会福祉協議
者研修 た小規模多機能型居宅介護事業計画を作 の計画作成担当者 会（委託）

成するために必要な知識及び技術を習得 等
することを目的とする。

認知症介護指導者養 ○認知症高齢者介護に関する専門的な知 医師、看護師、介 認知症介護研
成研修 識・技術並びに高齢者介護実務者に対す 護職員等 究・研修仙台

る研修プログラム作成方法及び教育技術 センター（委
等を修得するための実務的研修を実施す 託）
る。

介護支援専門員実務 ○介護保険制度の適切かつ円滑な運営に 介護支援専門員実 (社福)島根県
研修 資するため、必要な知識、技能を有する 務研修受講試験合 社会福祉協議

介護支援専門員の養成を図る。 格者 会
島根県介護支
援専門員協会
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区 分 研 修 名 目 的 等 対 象 者 実施主体

介 護 「介護サービス情報 ○「介護サービス情報の公表制度」に基 指定調査機関に属 (社福)島根県
の公表制度」調査員 づき、サービス提供事業者が報告する各 する「介護サービ 社会福祉協議
養成 種情報について、事実確認を行う調査員 ス情報の公表制 会（委託）

に、介護サービスに係る必要な専門的知 度」の調査員
識や確認作業に係る調査方法等の修得、
調査員に求められる倫理・行動規範を熟

知させることを目的とする。

児童厚生員等研修会 ○児童の健全育成を図る地域拠点として 児童厚生員、児童 島根県児童館
児 童 の役割を担う児童館、放課後児童クラブ 館長、放課後児童 連絡協議会

の機能が十分発揮されるよう、児童厚生 クラブ指導員ほか （委託）
員等として求められる基礎的な専門知識
と指導技術の習得に重点をおき、職員資
質の向上を図る。

放課後子どもプラン ○安全指導や安全管理、居場所やクラブ 放課後児童クラブ 青少年家庭
指導員、ボランティ ですぐに提供できる具体的なあそびや学 指導員、放課後子 課、社会教育
ア研修 びのプログラム等の実践発表や演習を通 ども教室安全管理 課

じて資質の向上を図る。 員、学習アドバイ
ザーほか

育児支援専門（保育 ○子育てと就労の両立支援及び子育て相 保育所職員 島根県福祉人
所 談等の育児支援を充実 するため、特別 材センター
職員）研修 保育事業等の従事者及び保育所中堅職員 （委託）

に対して必要な専門知識や保育技術に関
する専門研修を行い、保育所における保
育サービスの水準の確保や質的な向上を
図る。

保育の質の向上のた ○保育士の専門性向上と質の高い人材を 保育士として保育 青少年家庭
めの研修事業等 安定的に確保するため、保育士資格取得 所への就職を希望 課、島根県福

や再就職に必要な知識を習得する。 する者等 祉人材センタ
ー（共催）

中央研修派遣研修 ○児童相談所機能強化の推進及び専門的 児童相談所職員 子どもの虹情
○児童相談所長研修 技術・知識の習得 （児童福祉司・児 報研修センタ
○児童福祉司ｽｰﾊﾟｰ ○人材育成及び資質の向上 童心理司等） ー
ﾊﾞｲｻﾞｰ研修 ○最新情報の取得
○児童心理司ｽｰﾊﾟｰ
ﾊﾞｲｻﾞｰ研修
○中堅児童福祉司・
児童心理司合同研修
ほか

市町村職員等専門研 ○児童福祉司資格認定のために定めた基 市町村児童家庭相 青少年家庭課
修会 準（児童福祉法施行規則第６条第６号の 談担当職員、児童
（児童福祉司任用資 厚生労働大臣が定める講習会）に準拠し 相談所職員、児童
格認定講習会） た講習会を実施し、児童・家庭相談担当 福祉施設職員等、

者の資質向上を図る。 要保護児童対策地
域協議会の構成機
関に所属する職員

主任児童委員研修会 ○児童虐待をはじめとした子どもを取り 主任児童委員 島根県民生児
巻く問題について、地域住民の身近な相 童委員協議会
談窓口として支援活動を行い、児童の健 （委託）
全な育成環境整備を推進できるよう、主
任児童委員の資質向上を図る。
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区 分 研 修 名 目 的 等 対 象 者 実施主体

子どもと家庭電話相 ○児童や児童を養育する家庭に対する電 子どもと家庭電話 青少年家庭
談員研修 話相談活動を適切に実施するために、相 相談室家庭支援電 課、中央児童

談員を対象に専門的知識・技術の向上を 話相談員 相談所
図る。

児 童 児童虐待対応職員資 ○児童虐待に関する理解と知識の習得を 児童相談所職員、 中央児童相談
質向上研修 推進し、適切な相談･対応及び支援が行 市町村職員、児童 所
（児童相談所専門研 えるよう質的な向上を図る。 福祉施設職員等、
修会）

里親研修 ○改正児童福祉法により里親の新規登録 里親登録者及び里 青少年家庭
（基礎研修・認定前 や登録後５年毎の更新を行なう際に研修 親登録希望者 課、各児童相
研修・更新研修） の受講が義務付けられ、厚生労働省令で 談所

定められた基準に準拠した研修会を実施
し、里親の資質向上を図る。

女性相談員・担当者 ○女性相談業務に従事する女性相談員や 女性相談センタ 女性相談セン
女 性 専門研修 相談担当者を対象に、専門的知識や技能 ー、同西部分室、 ター

の習得を推進し、女性相談業務の効果的 児童相談所の女性
な実施を図るとともに、女性相談員・担 相談員及び女性相
当者相互の緊密な連携を図る。 談担当者、市町村

の女性相談担当者
及び相談員等

母子自立支援員等研 ○母子福祉行政を推進していく上で重要 母子自立支援員、 青少年家庭課
母子福 修 な役割を担う母子自立支援員及び母子寡 母子寡婦福祉担当
祉 婦福祉担当職員に対し、業務遂行に必要 職員

な研修を行い、その資質の向上を図ると
ともに、福祉事務所等における母子相談
体制の充実を図り、もって母子家庭等に
対する自立支援の一層の充実を図る。

相談支援従事者研修 ○障がい者の地域生活を支援するため、 相談支援専門員及 (社福)島根県
障がい 個々の障がい者のニーズを把握し、サー びサービス管理責 社会福祉協議
者福祉 ビスの利用調整等適切に対応できる相談 任者になろうとす 会（委託）

支援従事者を養成する。 る者並びに市町村
相談支援担当者

サービス管理責任者 ○障害福祉サービス（日中活動系・居住 障害福祉サービス (社福)島根県
研修 系）の適切なサービス提供がなされるよ 事業のサービス管 社会福祉協議

う、各事業の実施に必要となる知識・技 理責任者として従 会（委託）
能をもつサービス管理責任者を養成す 事しようとする者
る。 （現にサービス管

理責任者として従
事している者を含
む）

サービス管理責任者 ○障害福祉サービス（日中活動系・居住 障害福祉サービス (社福)島根県
研修 系）の適切なサービス提供がなされるよ 事業のサービス管 社会福祉協議

う、各事業の実施に必要となる知識・技 理責任者として従 会（委託）
能をもつサービス管理責任者を養成す 事しようとする者
る。 （現にサービス管

理責任者として従
事している者を含
む）
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区 分 研 修 名 目 的 等 対 象 者 実施主体

障がい 移動支援従事者養成 ○障がい者の公的機関や医療機関等への ガイドヘルパーと (社福)島根県
者福祉 研修 移動の確保により外出を促すことで、障 して従事すること 社会福祉協議

がい者の自立と社会参加の促進を図るた を希望する者又は 会（委託）
め、障がい者の移動支援を行うガイドヘ 従事する者
ルパーの養成研修を行う。
（研修課程） 視覚障害者課程

全身性障害者課程

行動援護従事者養成 ○知的障がい又は精神障がいにより行動 行動援護サービス (社福)島根県
研修 上著しい困難を有する障がい者等であっ 提供者として従事 社会福祉協議

て常時介護を要する者につき、当該障が することを希望す 会（委託）
い者等が行動の際に生じうる危険を回避 る者又は従事する
するために必要な援護、外出時における 者
移動中の介護等に関する知識及び技術を
習得するための研修を行う。

重度訪問介護従事者 ○重度の肢体不自由児（者）であって常 重度訪問介護サー (社福)島根県
養成研修 時介護を要する障がい者等に対する入 ビス提供者として 社会福祉協議

浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗 従事することを希 会（委託）
濯及び掃除等の家事並びに外出時におけ 望する者又は十時
る移動中の介護に関する知識及び技術を する者
習得するための研修を行う。

居宅介護従事者フォ ○障がい児者に対するホームヘルプサー 障害者ホームヘル (社福)島根県
ローアップ研修 ビスについては、訪問介護としての側面 プサービス事業に 社会福祉協議

のほか、障がいに関する知識や自立支援 従事する者又はそ 会（委託）
・社会参加の視点等を踏まえた障がい固 の予定者であっ
有の対応が必要であることから、様々な て、居宅介護従事
障がい者のニーズに的確に対応できるホ 者養成研修又は訪
ームヘルパーの確保を図るための専門研 問介護員従業者養
修を行う。 成研修修了者

地域移行推進員研修 ○精神障害者地域生活移行支援事業にお 精神障害者退院支 障がい福祉課
会 ける退院支援事業において、対象者の地 援事業受託事業所

域移行への支援が円滑に行えるよう、支 の自立支援員
援者である自立支援員のスキルアップを
目的に専門研修を行う。

福祉サービス第三者 ○福祉サービスの質の向上を図ることを 第三者評価機関の (社福)島根県
第三者 評価調査者 目的に、評価機関（知事が認証）におい 調査者の資格取得 社会福祉協議
評価 養成研修・継続研修 て実施する第三者評価の評価調査者を養 を希望する者、評 会（委託）

成するため、評価制度・評価方法等の研 価調査者
修を行う。
・資格取得を目的とする「養成研修」・
資格取得者の質の向上を目的とする「継
続研修」
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